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（単位：千円）

増 減 率

3.6%

△ 0.9%

△ 7.7%

△ 0.1%総 計 218,923,202 219,050,263 △ 127,061

企 業 会 計 43,253,926 46,884,260 △ 3,630,334

特 別 会 計 57,948,496 58,492,137 △ 543,641

一 般 会 計 117,720,780 113,673,866 4,046,914

会 計 別 21 年 ９ 月 定 例 会 20 年 ９ 月 定 例 会 　増　△　減　

前 年 同 期 対 比 表

43,253,926

総 計 215,617,219 3,305,983 218,923,202

企
　
業
　
会
　
計

企 業 会 計 合 計 42,942,830 311,096

下 水 道 事 業 会 計 20,105,849 1,096 20,106,945

水 道 事 業 会 計 12,627,344 310,000 12,937,344

57,948,496

-                   

特 別 会 計 合 計 57,542,006 406,490

10,209,637病 院 事 業 会 計 10,209,637

20,413,464 43,098 20,456,562介 護 保 険 事 業 会 計

母 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 会 計

48,592 -                   48,592

老人保健医療事業会計 141,905 -                   141,905

国民健康保険事業会計 29,708,314 -                   29,708,314

廃 棄 物 発 電 会 計 225,194 -                   225,194

1,436,007

大 森 山 動 物 園 会 計 428,848 108,443 537,291

84,451

中 央 卸 売 市 場 会 計 583,429 -                   583,429

1,635,591

市 有 林 会 計 144,902 -                   144,902

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

土 地 区 画 整 理 会 計 1,418,642 216,949

市 営 墓 地 会 計 46,451 38,000

農 業 集 落 排 水 会 計 1,436,007 -                   

一 般 会 計 115,132,383 2,588,397 117,720,780

平成21年９月定例会補正予算

会 計 別 現 計 予 算 ９ 月 定 例 会 補 正 補 正 後 予 算

後期高齢者医療事業会計 2,946,258 -                   2,946,258
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補正予算資料（主な項目）

今回の補正予算は、国の経済危機対策事業や制度改正、国・県の補助内示などに伴う事業のほか

急を要する事業により編成した。

（単位：千円）

１ 国の経済危機対策関係事業

(1) 地域情報化推進経費（企画調整部） 21,795

地上デジタル放送への完全移行に向け、公共施設のテレビの整備を行う。

・32型液晶テレビ 262台（本庁、保育所、地域センター、消防など）

・52型液晶テレビ 1台（市民談話室）

(2) 公用車更新経費（財政部など） 50,895

低炭素社会づくりにおける都市構造・交通対策として、老朽化した公用車

を環境負荷の少ない低公害車に更新する。

・軽自動車、小型・普通乗用車など18台（電気自動車１台を含む）

(3) ［新］平和公園施設等改修事業（市民生活部） 38,000

平和公園の老朽化した施設設備の改修を行う。

・給水設備（配水管２系統）および照明灯（25基）の改修

・ガードレールの設置（３箇所）

(4) ［新］コミュニティセンター等耐震診断経費（地域振興部） 6,600

新耐震基準施行（昭和56年）以前に建築したコミュニティセンターの耐震

診断および補強設計を行う。

・寺内地区コミュニティセンター（昭和53年度建設）

・東地区コミュニティセンター（昭和54年度建設）

(5) ［新］共同受信設備デジタル化経費（地域振興部） 1,890

河辺市民センター敷地内に設置しているアナログ用共同受信設備をデジタ

ル対応に改修する。

(6) ［新］ＤＶ被害者生活支援特別給付金給付事業（福祉保健部） 2,000

配偶者からの暴力被害から逃れるため配偶者と別居しているものの、住民

登録の住所変更の手続ができず平成20年度分の定額給付金や子育て応援特別

手当を受け取ることができなかった者およびその同伴家族に対し、相当額を

生活支援特別給付金として支給する。
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(7) 感染症予防事業（保健所） 13,806

(3,597)ア 一般医療機関において新型インフルエンザ患者の外来診療が可能となっ

たことから、当該医療機関の医療従事者の感染防止を図るため、個人感染

防護具を整備する。

・対象施設 病院および一般診療所の登録医療機関

・整備品目 サージカルマスク、ナビロール手袋

(10,209)イ 新型インフルエンザ対策の強化を図るため、発熱外来センターを設置し

た際、医師、看護師等が使用する個人感染防護用品を整備する。

・滅菌ガウン、フェイスシールド、Ｎ95マスクなど11品目

(8) ［新］住宅用太陽光発電普及促進事業（環境部） 12,500

住宅用太陽光発電システムを設置しようとする者に設置費の一部を助成す

る。

・補助額 出力１キロワット当たり40,000円（最大補助額160,000円）

(9) ［新］商業振興イベント開催事業負担金（商工部） 6,000

秋田県種苗交換会の主会場である中心市街地において、秋田商工会議所な

どと共催してにぎわい創出イベント「農林商工フェア ジョヤサ'09」を開催

する。

・開 催 日 平成21年10月30日～11月５日

・開催場所 婦人会館跡地、産業会館跡地等

(10)［新］韓国便誘客促進事業（商工部） 2,000

秋田ソウル国際定期便を利用した韓国からの誘客促進をはかるため、秋田

の主要観光地を組み入れた旅行商品を企画し、韓国内においてホームショッ

ピング番組の放映等を行う。

(11)［新］広域観光圏整備計画等策定経費（商工部） 2,675

国の観光圏整備第３次認定を目指し、県内11市町村・関係団体との協働に

よる法定協議会を設置し、観光圏整備計画、観光圏整備実施計画を策定す

る。

(12) 秋田市ポートタワー修繕経費（商工部） 60,534

秋田市ポートタワーの老朽化した設備（冷温水発生機、屋外冷却塔、マル

チエアコン）の整備・改修を行う。

(13)［新］秋田市ポートタワー環境整備事業（商工部） 25,327

(18,028)ア 「道の駅」登録に必要な要件を満たすため、セリオンプラザのトイレ改

修工事やトイレの誘導看板、照明・監視カメラ設置工事および「道の駅」

表示柱を設置する。

(7,299)イ セリオン１階物販店舗部分の照明器具を物販に適した灯具に更新する。
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(14)［新］動物園施設等整備事業（商工部） 108,443

大森山動物園における老朽化の著しい園内設備の改修・整備を行う。

・給排水施設改修工事、管理棟キュービクル交換工事、

大型動物舎電動オペレータ改修工事、新世界サル舎改築工事

(15)［新］農林産物直売施設整備費補助金（農林部） 48,000

地場産の安全・安心・新鮮な農林産物や加工品等を販売する直売施設の整

備に対し助成する。

・事 業 主 体 新あきた農業協同組合

・実施予定地区 上北手猿田字苗代沢地内

・事 業 内 容 農林産物直売施設（建築予定面積326.68㎡、駐車場な

ど）

(16)［新］橋りょう整備事業（農林部） 90,000

猿田川に架かる上北手荒巻地内の橋りょうが老朽化し、危険な状況にある

ため、架け替えを行う。

・橋りょう実施設計、用地測量、用地買収・補償、工事（Ｌ＝20.8ｍ）

(17)［新］農地有効利用支援整備事業費補助金（農林部） 2,770

地域の農業水利施設等の簡易な整備に対し助成する。

・水路改修（11地区）、揚水機改修（５地区）、安全施設（１地区）

(18)［新］土崎駅バリアフリー化設備整備費補助金（都市整備部） 43,822

既存鉄道駅のバリアフリー化を促進するため、土崎駅舎のエレベータ設置

に対し助成する。

・事業主体 ＪＲ東日本

・事業内容 土崎駅舎へのエレベータ新設（２基）

(19)［新］中通二丁目バス停広場改修経費（都市整備部） 21,000

老朽化した中通二丁目バス停広場の改修工事を行う。

・バス通路改修（アスファルト舗装改修、側溝改修等）

(20)［新］秋田駅東西連絡自由通路監視設備移設経費（都市整備部） 11,750

ホテルメトロポリタン秋田の防災センターに設置されている秋田駅東西連

絡自由通路の監視モニターや昇降機監視盤等の監視設備をアルヴェ防災セン

ターへ移設し、監視業務と保安警備業務の一元化を図る。

(21)［新］公園施設改修経費（都市整備部） 31,780

老朽化が著しい一つ森公園コミュニティ体育館（平成５年築造）の屋根防

水改修工事（3,324㎡）を行う。
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(22)［新］既設市営住宅屋上等補修経費（都市整備部） 60,462

経年劣化の著しい既設市営住宅の修繕を行う。

・屋 上 防 水 工 事 茨島市営住宅など７棟

・ポンプユニット交換工事 外旭川市営住宅（１基）

(23) 既設市営住宅改修経費（都市整備部） 6,319

経済危機対策臨時交付金分既設市営住宅の共同受信設備改修工事（地上デジタル対応）を行う。 (

)・対象施設 手形山、御所野、糠塚の各市営住宅の共同受信設備 2,141

(24) 短期大学補修経費（秋田公立美術工芸短期大学） 5,769

経年劣化による美術工芸短期大学の施設・設備の修繕を行う。

・事業内容 屋内外消火栓箱および消火栓ホースの修繕

実習棟の屋根および木戸などの修繕

(25)［新］小・中学校情報通信技術環境整備事業（教育委員会） 57,162

わかりやすい授業を実現するために、デジタルテレビ（各校１台）、黒板

アシスタント（各校１台）、校務用パソコン（各校３台）を導入し、小・中

学校のＩＣＴ（情報通信技術）環境を整備する。

(26) 小・中学校増改築等事業（教育委員会） 56,948

大規模な地震による倒壊の可能性の高いIs値0.3未満の小・中学校施設の

耐震化に向けて、実施設計などを行う。

・牛島小学校（体育館） 地質調査、構造計算など

・雄和中学校（校舎、体育館） 地質調査、実施設計

(27) 中学校耐震補強等事業（教育委員会） 2,100

地震防災対策特別措置法の改正に伴い、新たに木造の学校施設の耐震診断

が義務付けられたため、対象施設の耐震診断を実施する。

・秋田西中学校（特別教室棟）

(28) 小・中学校理科教育設備整備経費（教育委員会） 72,024

理科教育振興法に基づく理科設備の整備を行う。

・小学校 教材用てんびん、生物顕微鏡、人体模型など

・中学校 誘導コイル、電解装置、放射線検知器など

(29)［新］体育施設備品購入経費（教育委員会） 65,625

平成22年の県内バスケットボールチームのｂｊリーグ参入や平成23年に北

東北ブロックで開催されるインターハイに向け、経年使用により劣化の著し

い市立体育館のバスケットボールゴール等の競技用備品を更新する。

・バスケットボールゴール ２対

・電光得点表示装置 ５対
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(30)［新］体育施設整備補修等経費（教育委員会） 14,741

老朽化の著しい体育施設の改修を行う。

・八橋相撲場（屋根の全面葺き替え）

・市立体育館（空調設備機器の分解整備）

(31)［新］明徳館施設整備等経費（教育委員会） 49,658

老朽化の著しい中央図書館明徳館について外壁タイルの張り替えや中庭の

改修を行うとともに、図書配本車（バン）１台の更新を行う。

(32)［新］車両整備経費（消防本部） 130,109

中高層建物火災に対する消防防災体制の整備を図るため、屈折梯子付消防

ポンプ自動車（乗車定員７名、25ｍ級）１台の更新を行う。

(33)［新］庁舎等維持補修経費（消防本部） 2,820

新耐震基準施行（昭和56年）以前に建築した城東消防署（昭和55年３月建

築）について耐震診断および補強設計を行う。

(34)［新］新型インフルエンザ対策事業（消防本部） 7,606

新型インフルエンザ発生時の救急隊員等への感染を防ぐため、災害現場で

使用する感染防止品等を整備する。

・感染防止衣、感染保護マスク、保護メガネ、消毒薬品など

(35) 非常備消防管理費（消防本部） 5,574

消防団への新規入団者に対する活動服等を整備する。

・活動服上衣・下衣、帽子、安全靴、ヘルメット（各200名分）

２ 制度改正関係事業

(1) 税制改正関連システム変更経費（財政部） 10,899

個人住民税の住宅借入金等特別税額控除の創設など、平成22年度課税分の

住民税から適用される税制改正にかかる事務を適正に執行するため、個人住

民税オンラインシステムを改修する。

(2) ［新］障害福祉サービス事業運営安定化事業（福祉保健部） 24,335

障害福祉サービスの報酬について、利用実績に応じた日払い方式の導入に

伴う激変緩和措置として、従前の月払い報酬額の90％を保障し助成する。

・対象施設 13施設（見込み）
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(3) ［新］障害者通所サービス利用促進事業（福祉保健部） 19,102

通所施設等が行う利用者の送迎にかかる費用について事業所に対して助成

する。

・対象施設 15施設（見込み）

(4) ［新］進行性筋萎縮症者療養等利用者負担軽減事業（福祉保健部） 4,118

進行性筋萎縮症者の施設利用料について、本人負担発生に伴う急激な負担

増を緩和する措置として給付を行う。

・対 象 者 従前の進行性筋萎縮症療養等給付事業受給者で、引き続き療

養介護サービスを利用している者のうち、市町村民税非課税

世帯の者（生活保護世帯を除く）

３ 国・県補助等関係事業

(1) ［新］子育て応援特別手当支給事業（福祉保健部） 290,449

現下の不況下で全体の個人所得が減少しつつあることから、３歳から５歳

までの全児童を対象として、子育て応援特別手当を支給する。

・支 給 額 支給対象となる子一人当たり36,000円

・支給対象となる子 平成15年４月２日から平成18年４月１日までの間に

生まれた子

・支 給 先 支給対象となる子の属する世帯の世帯主

(2) 保護施設整備費補助金（福祉保健部） 221,508

救護施設「玉葉荘」の改築に対し、県の「秋田県社会福祉施設耐震改修等

促進臨時対策基金」を活用し助成する。

・補助対象 社会福祉法人 秋田県厚生協会

・設置場所 雄和向野字吹欠下地内

・施設規模 ＲＣ造 ２階建て 4,642.086㎡

(3) ［新］地域自殺対策緊急強化事業（保健所） 3,460

自殺対策事業の充実強化を行う民間団体等に対して活動支援を行う。

・ＮＰＯ法人蜘蛛の糸 窓口相談強化事業

・秋田市社会福祉協議会 地域サロン強化事業、緊急食支援事業

(4) ［新］地域景観づくり緊急支援事業（都市整備部） 4,900

景観まちづくりに取り組んでいる新屋地区住民と協力し、古建築の保全・

活用の検討や地域資源マップ（立体模型）の作成、ライトアップ実験などを

行う。
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(5) ［新］バス交通利用促進事業（都市整備部） 6,000

バス利用者の利便性の向上や利用促進をはかり、わかりやすいバスの行き

先表示について検討するため、バス路線・系統の記号や番号による統一化の

実証実験などを行う。

・ワークショップによる行き先表示案、バスマップ（路線図）の検討

・実証実験（秋田駅東口発着のバス路線のＬＥＤ表示内容の変更）

・バスマップの試作（3,000部）

(6) ［新］土崎街区公園整備事業（都市整備部） 30,000

土崎街区公園の機能向上に向けた整備を行う。

・事業内容 園路広場のバリアフリー化、擬木柵・四阿の設置、

照明施設の改修など

(7) 秋田駅東第三地区土地区画整理事業（都市整備部） 148,836

補助内示に伴い、建物移転８戸を行う。

(8) 秋田駅西北地区土地区画整理事業（都市整備部） 68,113

補助内示に伴い、建物移転１戸を行う。

(9) 配水管整備事業（上下水道局） 310,000

災害に強くより安定的な水道水の供給を目指し、老朽管の更新等を前倒し

で行う。

・配水管整備事業 Ｌ＝3,330ｍ

４ その他の事業

(1) 市税還付金（財政部） 370,000

法人市民税還付金において、大口還付が発生したことなどにより、市税還

付金に不足が生じるため増額補正する。

(2) 結核・感染症発生動向調査事業（保健所） 8,561

新型インフルエンザのサーベイランス（継続的監視）に必要な遺伝子検査

が新たに必要となったことなどにより、検査件数の増が見込まれるため検査

手数料（依頼先：秋田県健康環境センター）について増額補正する。

(3) 予防接種事業（保健所） 20,028

厚生労働省の勧告により日本脳炎の予防接種については、積極的勧奨を控

えていたが、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン（新ワクチン）が定期予防接種

の第１期対象者（生後６月から生後90月未満）に使用可能となったことか

ら、新ワクチンによる予防接種を行うため増額補正する。
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(4) 公共土木施設災害復旧事業（建設部） 44,745

７月18日から19日の梅雨前線豪雨により災害を受けた市道および河川を復

旧する。

・被災箇所 市道：小又２号線（２箇所）、岩見庄内線、金照寺山線、

神内大又２号線

河川：小又川（２箇所）、古川、境川、湯ノ里川、白熊川、

会沢川、丸舞川

(5) 中学校増改築等事業（教育委員会） 39,754

大規模な地震による倒壊の危険性の高いIs値0.3未満の中学校施設の耐震

化に向けて、改築工事を行う。

・土崎中学校（特別・普通教室棟）

(6) ［新］赤平小学校統合関係経費（教育委員会） 940

河辺小学校へ統合を予定している赤平小学校において、河辺小学校との交

流事業および閉校式を行う。

(7) ［新］小学校スクールバス購入経費（教育委員会） 6,656

河辺小学校へ統合予定の赤平小学校の児童を送迎するため、スクールバス

（29人乗り）を導入する。

(8) ［新］中央公民館等移転関係経費（教育委員会） 95,352

サンパル秋田が入居している秋田ニューシティーの使用貸借契約が平成22

年３月末で満了するため、文化会館の会議室等を改修し移転する。


